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職員の配偶者同行休業に関する条例を次のように公布する。
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職員の配偶者同行休業に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２６条の６第１項（同条第４項において準用する場合

を含む。）、第２項及び第６項から第８項まで並びに同条第１１項において準用する法第２６条の５第６項の規定に基づき、職員（臨時的に

任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員、非常勤職員及び法第２２条第１項の規定による条件付採用期間中の職員

を除き、市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規定する職員を含む。次条及び第５条において同じ。）

の配偶者同行休業（法第２６条の６第１項に規定する配偶者同行休業をいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとする。

（配偶者同行休業の承認）

第２条 任命権者は、職員が申請した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、当該申請をした職員の勤務成績その他の事

情を考慮した上で、当該職員が配偶者同行休業をすることを承認することができる。

（配偶者同行休業の期間）

第３条 法第２６条の６第１項の条例で定める期間は、３年を超えない範囲内の期間とする。

（配偶者同行休業の対象となる配偶者が外国に滞在する事由）

第４条 法第２６条の６第１項の条例で定める事由は、次に掲げる事由（６月以上にわたり継続することが見込まれるものに限る。以下「配

偶者外国滞在事由」という。）とする。

� 外国での勤務

� 事業を経営することその他の個人が業として行う活動であって外国において行うもの

� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学に相当する外国の大学（これに準ずる教育施設を含む。）であって外国に所在するも

のにおける修学（前２号に掲げる事由に該当するものを除く。）

� 前３号に掲げるもののほか、これらに準ずる事由として人事委員会規則で定めるもの

（配偶者同行休業の承認の申請）

第５条 配偶者同行休業の承認の申請は、配偶者同行休業をしようとする期間の初日及び末日並びに当該申請をした職員の配偶者（法第２６

条の６第１項に規定する配偶者をいう。以下同じ。）が当該期間中外国に住所又は居所を定めて滞在する事由を明らかにしてしなければ

ならない。

（配偶者同行休業の期間の延長）

第６条 配偶者同行休業をしている職員は、当該配偶者同行休業を開始した日から引き続き配偶者同行休業をしようとする期間が３年を超

えない範囲内において、延長をしようとする期間の末日を明らかにして、任命権者に対し、配偶者同行休業の期間の延長を申請すること

ができる。

２ 第２条の規定は、配偶者同行休業の期間の延長の承認について準用する。

（配偶者同行休業の承認の取消事由）

第７条 法第２６条の６第６項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。
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� 配偶者が外国に滞在しないこととなり、又は配偶者が外国に滞在する事由が配偶者外国滞在事由に該当しないこととなったこと。

� 配偶者同行休業をしている職員が、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第８条又は教育

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）第９条の規定による有給休暇（当該職員がこれらの条

例の適用を受けない者である場合にあっては、これに相当する有給休暇）を受けることとなったこと。

� 任命権者が、配偶者同行休業をしている職員について、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第２条第１

項の承認をすることとなったこと。

（届出）

第８条 配偶者同行休業をしている職員は、次に掲げる場合には、遅滞なく、その旨を任命権者に届け出なければならない。

� 配偶者が死亡した場合

� 配偶者が職員の配偶者でなくなった場合

� 配偶者と生活を共にしなくなった場合

� 前条第１号又は第２号に掲げる事由に該当することとなった場合

（配偶者同行休業に伴う任期付採用及び臨時的任用）

第９条 任命権者は、第２条又は第６条第１項の規定による申請があった場合において、当該申請に係る期間（以下「申請期間」という。）

について職員の配置換えその他の方法によって当該申請をした職員の業務を処理することが困難であると認めるときは、当該業務を処理

するため、次の各号に掲げる任用のいずれかを行うことができる。この場合において、第２号に掲げる任用は、申請期間について１年を

超えて行うことができない。

� 申請期間を任用の期間（以下「任期」という。）の限度として行う任期を定めた採用

� 申請期間を任期の限度として行う臨時的任用

２ 任命権者は、前項の規定により任期を定めて採用された職員の任期が申請期間に満たない場合にあっては、当該申請期間の範囲内にお

いて、その任期を更新することができる。

３ 任命権者は、前項の規定により任期を更新する場合には、あらかじめ職員の同意を得なければならない。

（職務復帰後における号給の調整）

第１０条 配偶者同行休業をした職員（地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員及び技能労務

職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第１条の技能労務職員を除く。次項において同じ。）が職務に復

帰した場合において、部内の他の職員との均衡上必要があると認められるときは、当該配偶者同行休業の期間を１００分の５０以下の換算率

により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最初の昇給日（職員の給与に

関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第４条第５項又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）第７条第１項に

規定する人事委員会規則で定める日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整することができる。

２ 配偶者同行休業をした職員が職務に復帰した場合における号給の調整について、前項の規定による場合には部内の他の職員との均衡を

著しく失すると認められるときは、同項の規定にかかわらず、あらかじめ人事委員会と協議して、その者の号給を調整することができる。

（退職手当の取扱い）

第１１条 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）第６条の４第１項及び第７条第４項の規定の適用については、配偶者同行

休業をした期間は、同条例第６条の４第１項に規定する現実に職務に従事することを要しない期間に該当するものとする。

２ 配偶者同行休業をした期間についての愛媛県職員退職手当条例第７条第４項の規定の適用については、同項中「その月数の２分の１に

相当する月数（法第５５条の２第１項ただし書に規定する事由又はこれに準ずる事由により現実に職務に従事することを要しなかつた期間

については、その月数）」とあるのは、「その月数」とする。

（人事委員会規則への委任）

第１２条 この条例に定めるもののほか、職員の配偶者同行休業に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

２ 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給与の種類）

第２条 省略

２ 加給の種類は、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単

身赴任手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（第６条の２第２項に

規定する手当を含む。第７条及び第１５条の５において同じ。）、

超過勤務手当、夜勤手当、宿直手当、日直手当、休日給、期末手

（給与の種類）

第２条 省略

２ 加給の種類は、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単

身赴任手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（第６条の２第２項に

規定する手当を含む。第７条及び第１５条の４において同じ。）、

超過勤務手当、夜勤手当、宿直手当、日直手当、休日給、期末手
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当及び勤勉手当とする。

第１５条の３ 省略

（配偶者同行休業の承認を受けた職員の給与）

第１５条の４ 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県

条例第３５号）第２条（同条例第６条第２項において準用する場合

を含む。）の規定による承認を受けた職員には、同条例第１条に

規定する配偶者同行休業をしている期間については、給与を支給

しない。

第１５条の５ 省略

当及び勤勉手当とする。

第１５条の３ 省略

第１５条の４ 省略

（愛媛県職員定数条例の一部改正）

３ 愛媛県職員定数条例（昭和３０年愛媛県条例第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数外職員）

第４条 次に掲げる職員は、定数の外に置く。

�・� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第１条に規定する配偶者同行休業をしている職員

� 省略

２ 前項各号に掲げる職員が職務に復帰した場合において、同項第

１号から第３号までに掲げる職員にあつては第２条各号の職員の

員数が当該各号に掲げる職員の定数を、同項第４号に掲げる職員

にあつては同条第１号及び第７号の職員の員数が同条第１号及び

第７号に掲げる職員の定数を超えるときは、その定数を超える員

数の職員は、１年を超えない期間に限り、定数の外に置く。

（定数外職員）

第４条 次に掲げる職員は、定数の外に置く。

�・� 省略

� 省略

２ 前項各号に掲げる職員が職務に復帰した場合において、同項第

１号及び第２号 に掲げる職員にあつては第２条各号の職員の

員数が当該各号に掲げる職員の定数を、同項第３号に掲げる職員

にあつては同条第１号及び第７号の職員の員数が同条第１号及び

第７号に掲げる職員の定数を超えるときは、その定数を超える員

数の職員は、１年を超えない期間に限り、定数の外に置く。

（愛媛県学校職員定数条例の一部改正）

４ 愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数外学校職員）

第４条 次に掲げる学校職員は、定数の外に置く。

�・� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第１条に規定する配偶者同行休業をしている学校職員

� 省略

２ 省略

（定数外学校職員）

第４条 次に掲げる学校職員は、定数の外に置く。

�・� 省略

� 省略

２ 省略

（愛媛県警察職員定数条例の一部改正）

５ 愛媛県警察職員定数条例（昭和３３年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数外職員）

第３条 省略

２ 省略

３ 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第３５

号）第１条に規定する配偶者同行休業をしている職員は、前条に

定める定数の外に置く。

（定数外職員）

第３条 省略

２ 省略
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４ 省略

５ 前各項の職員が職務に復帰した場合において、前条第１項に掲

げる職員の員数が同条に定める定数を超えるときは、その定数を

超える員数の職員は、１年を超えない期間に限り、同条に定める

定数の外に置く。

６ 省略

３ 省略

４ 前３項の職員が職務に復帰した場合において、前条第１項に掲

げる職員の員数が同条に定める定数を超えるときは、その定数を

超える員数の職員は、１年を超えない期間に限り、同条に定める

定数の外に置く。

５ 省略

（愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

６ 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第１９条の３ 省略

（配偶者同行休業の承認を受けた職員の給与）

第１９条の４ 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県

条例第３５号）第２条（同条例第６条第２項において準用する場合

を含む。）の規定による承認を受けた職員には、同条例第１条に

規定する配偶者同行休業をしている期間については、給与を支給

しない。

第１９条の５ 省略

第１９条の３ 省略

第１９条の４ 省略

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

７ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第９条第１項の規定により任期を定めて採用された職員

� 省略

（育児短時間勤務をすることができない職員）

第１２条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�・� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例第９条第１項の規定によ

り任期を定めて採用された職員

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 省略

（育児短時間勤務をすることができない職員）

第１２条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�・� 省略

（愛媛県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）

８ 愛媛県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年愛媛県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（人事行政の運営の状況の報告）

第２条 任命権者は、毎年６月末日までに、知事に対し、職員（臨

時的に任用された職員及び非常勤職員（法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる人事行政の運営の状況を報告しなければ

ならない。

�～� 省略

� 休業の状況

（人事行政の運営の状況の報告）

第２条 任命権者は、毎年６月末日までに、知事に対し、職員（臨

時的に任用された職員及び非常勤職員（法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる人事行政の運営の状況を報告しなければ

ならない。

�～� 省略
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� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例の一部改正）

９ 職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例（平成１９年愛媛県条例第６０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（大学院等派遣研修費用の償還）

第３条 省略

２ 省略

３ 第１項第２号の職員としての在職期間には、次に掲げる期間を

含まないものとする。

�～� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第１条に規定する配偶者同行休業をした期間

（大学院等派遣研修費用の償還）

第３条 省略

２ 省略

３ 第１項第２号の職員としての在職期間には、次に掲げる期間を

含まないものとする。

�～� 省略

��������������
�愛媛県条例第３６号
愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２６年７月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例

愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（県民税の税率）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 県民税の法人税割の税率は、１００分の３．２とする。

５～８ 省略

（寄附金税額控除）

第１４条の２ 省略

２ 前項の特例控除額は、同項の所得割の納税義務者が前年中に支

出した同項第１号に掲げる寄附金の額の合計額のうち２，０００円を

超える金額に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た金額の５分の２に相当する金額（当該金

額が当該納税義務者の前２条の規定を適用した場合の所得割の額

の１００分の１０に相当する金額を超えるときは、当該１００分の１０に相

当する金額）とする。

� 当該納税義務者が第１３条第８項に規定する課税総所得金額

（以下この項において「課税総所得金額」という。）を有する

場合において、当該課税総所得金額から当該納税義務者に係る

前条第１号アに掲げる金額（以下この項において「人的控除差

調整額」という。）を控除した金額が０以上であるとき 当該

控除後の金額について、次の表の左欄に掲げる金額の区分に応

じ、それぞれ同表の右欄に掲げる割合

（県民税の税率）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 県民税の法人税割の税率は、１００分の５ とする。

５～８ 省略

（寄附金税額控除）

第１４条の２ 省略

２ 前項の特例控除額は、同項の所得割の納税義務者が前年中に支

出した同項第１号に掲げる寄附金の額の合計額のうち２，０００円を

超える金額に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た金額の５分の２に相当する金額（当該金

額が当該納税義務者の前２条の規定を適用した場合の所得割の額

の１００分の１０に相当する金額を超えるときは、当該１００分の１０に相

当する金額）とする。

� 当該納税義務者が第１３条第８項に規定する課税総所得金額

（以下この項において「課税総所得金額」という。）を有する

場合において、当該課税総所得金額から当該納税義務者に係る

前条第１号アに掲げる金額（以下この項において「人的控除差

調整額」という。）を控除した金額が０以上であるとき 当該

控除後の金額について、次の表の左欄に掲げる金額の区分に応

じ、それぞれ同表の右欄に掲げる割合

改 正 後 改 正 前
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省略

１，８００万円を超え４，０００万円以下の金額 省略

４，０００万円を超える金額 １００分の４５

�・� 省略

（外国税額控除）

第１５条 県民税の所得割の納税義務者が、法第３７条の３に規定する

外国の所得税等（以下この条において「外国の所得税等」とい

う。）を課された場合において、当該外国の所得税等の額のうち

所得税法第９５条第１項の控除限度額及び同法第１６５条の６第１項

の控除限度額の合計額を超える額があるときは、令第７条の１９に

規定するところにより計算した額を限度として、同条に規定する

ところにより、当該超える金額（同条に規定する金額に限る。）

をその者の前３条の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

るものとする。

附 則

（公益法人等に係る県民税の課税の特例）

第４条の３ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第

６項から第１０項まで及び第１１項（同条第１２項において準用する場

合を含む。以下この条において同じ。）の規定によりみなして適

用する場合を含む。）の規定の適用を受けた同条第３項に規定す

る公益法人等（同条第６項から第１１項までの規定により特定贈与

等に係る公益法人等とみなされる法人を含む。）を同条第３項に

規定する贈与又は遺贈を行つた個人とみなして、令附則第３条の

２の３第１項に規定するところにより、これに同法第４０条第３項

に規定する財産（同条第６項から第１１項までの規定により特定贈

与等に係る財産とみなされる資産を含む。）に係る山林所得の金

額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る県民税の所得割を課

する。

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第７条の５の２ 平成２６年度から平成５０年度までの各年度分の個人

の県民税についての第１４条の２及び前条（これらの規定を次条の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては、第１４条の２第２項第１号の表１９５万円以下の金額の項中

「１００分の８５」とあるのは「１００分の８４．８９５」と、同表１９５万円を

超え３３０万円以下の金額の項中「１００分の８０」とあるのは「１００分

の７９．７９」と、同表３３０万円を超え６９５万円以下の金額の項中「１００

分の７０」とあるのは「１００分の６９．５８」と、同表６９５万円を超え９００

万 円 以 下 の 金 額 の 項 中「１００分 の６７」と あ る の は「１００分 の

６６．５１７」と、同表９００万円を超え１，８００万円以下の金 額 の 項 中

「１００分の５７」とあるのは「１００分の５６．３０７」と、同表１，８００万円

を超え４，０００万円以下の金額の項中「１００分の５０」とあるのは

「１００分の４９．１６」と、同表４，０００万円を超える金額の項中「１００分

の４５」とあるのは「１００分の４４．０５５」と、前条第３号中「１００分の

５０」と あ る の は「１００分の４９．１６」と、同 条 第４号 中「１００分の

６０」と あ る の は「１００分の５９．３７」と、同 条 第５号 中「１００分の

７５」とあるのは「１００分の７４．６８５」とする。

（県民税の法人税割の税率の特例）

第１７条 昭和５０年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に開始す

る各事業年度分又は各連結事業年度分の法人税割の税率は、第１３

条第４項の規定にかかわらず、１００分の４ とする。

省略

１，８００万円を超える０００万円以下の金額 省略

�・� 省略

（外国税額控除）

第１５条 県民税の所得割の納税義務者が、法第３７条の３に規定する

外国の所得税等（以下この条において「外国の所得税等」とい

う。）を課された場合において、当該外国の所得税等の額のうち

所得税法第９５条第１項の控除限度額及び同法第１６５条の６第１項

の控除限度額の合計額を超える額があるときは、令第７条の１９に

規定するところにより計算した額を限度として、同条に規定する

ところにより、当該超える金額（同条に規定する金額に限る。）

をその者の前３条の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

るものとする。

附 則

（公益法人等に係る県民税の課税の特例）

第４条の３ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第

６項から第１０項まで及び第１１項（同条第１２項において準用する場

合を含む。以下この条において同じ。）の規定によりみなして適

用する場合を含む。）の規定の適用を受けた同条第３項に規定す

る公益法人等（同条第６項から第１０項までの規定により特定贈与

等に係る公益法人等とみなされる法人を含む。）を同条第３項に

規定する贈与又は遺贈を行つた個人とみなして、令附則第３条の

２の３第１項に規定するところにより、これに同法第４０条第３項

に規定する財産（同条第６項から第１０項までの規定により特定贈

与等に係る財産とみなされる資産を含む。）に係る山林所得の金

額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る県民税の所得割を課

する。

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第７条の５の２ 平成２６年度から平成５０年度までの各年度分の個人

の県民税についての第１４条の２及び前条（これらの規定を次条の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては、第１４条の２第２項第１号の表 中

「１００分の８５」とあるのは「１００分の８４．８９５」と、同表１９５万円を

超え３３０万円以下の金額の項中「１００分の８０」とあるのは「１００分

の７９．７９」と、同表３３０万円を超え６９５万円以下の金額の項中「１００

分の７０」とあるのは「１００分の６９．５８」と、同表６９５万円を超え９００

万 円 以 下 の 金 額 の 項 中「１００分 の６７」と あ る の は「１００分 の

６６．５１７」と、同表９００万円を超え１，８００万円以下の金 額 の 項 中

「１００分の５７」とあるのは「１００分の５６．３０７」と、同表１，８００万円

を超え４，０００万円以下の金額の項中「１００分の５０」とあるのは

「１００分の４９．１６」と、同表４，０００万円を超える金額の項中「１００分

の４５」とあるのは「１００分の４４．０５５」と、前条第３号中「１００分の

５０」と あ る の は「１００分の４９．１６」と、同 条 第４号 中「１００分の

６０」と あ る の は「１００分の５９．３７」と、同 条 第５号 中「１００分の

７５」とあるのは「１００分の７４．６８５」とする。

（県民税の法人税割の税率の特例）

第１７条 昭和５０年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に開始す

る各事業年度分又は各連結事業年度分の法人税割の税率は、第１３

条第４項の規定にかかわらず、１００分の５．８とする。
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（中小法人に対する県民税の法人税割の不均一課税）

第１８条 前条に規定する税率の適用がある法人のうち、資本金の額

若しくは出資金の額が１億円以下のもの若しくは資本若しくは出

資を有しないもの（保険業法に規定する相互会社を除く。）、第

１２条第１項第４号の２に掲げるもの又は同条第２項において法人

とみなされるものであつて、かつ、法人税割の課税標準となる法

人税額又は個別帰属法人税額が年１，０００万円以下のものに対する

各事業年度分又は各連結事業年度分の法人税割額は、前条の規定

を適用して計算した法人税割額から当該法人税割額に４分の０．８

を乗じて計算して得た額に相当する額を控除した金額とする。

２～６ 省略

（法人の事業税の税率の特例）

第１９条 省略

２ 平成２６年１０月１日以後に開始する各事業年度に係る法人の事業

税についての第１８条の２及び前項の規定の適用については、同条

第１項第１号ウの表中「１００分の３．８」とあるのは「１００分の２．２」

と、「１００分の５．５」とあるのは「１００分の３．２」と、「１００分の

７．２」とあるのは「１００分の４．３」と、同項第２号の表中「１００分の

５」と あ る の は「１００分の３．４」と、「１００分の６．６」と あ る の は

「１００分の４．６」と、同項第３号の表中「１００分の５」とあるのは

「１００分の３．４」と、「１００分の７．３」とあるのは「１００分の５．１」

と、「１００分の９．６」とあるのは「１００分の６．７」と、同条第２項中

「１００分の１．３」とあるのは「１００分の０．９」と、同条第３項第１号

ウ中「１００分の７．２」とあるのは「１００分の４．３」と、同項第２号中

「１００分の６．６」とあるのは「１００分の４．６」と、同項第３号中

「１００分の９．６」とあるのは「１００分の６．７」と、前項中「第１８条の

２第１項第２号」とあるのは「次項の規定により読み替えられた

第１８条の２第１項第２号」と、「１００分の６．６」とあるのは「１００

分の４．６」と、「１００分の７．９」とあるのは「１００分の５．５」とす

る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

� 附則第４条の３の改正規定及び附則第４項の規定 平成２７年１月１日

� 第１４条の２第２項第１号の表及び附則第７条の５の２の改正規定並びに次項の規定 平成２８年１月１日

� 第１５条の改正規定及び附則第３項の規定 平成３０年１月１日

（県民税に関する経過措置）

２ 改正後の愛媛県県税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）第１４条の２第２項第１号及び附則第７条の５の２の規定は、平成２８年度

以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成２７年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

３ 新条例第１５条の規定は、平成３０年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成２９年度分までの個人の県民税については、なお

従前の例による。

４ 新条例附則第４条の３の規定は、平成２７年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成２６年度分までの個人の県民税について

は、なお従前の例による。

５ 新条例第１３条第４項並びに附則第１７条及び第１８条第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に開始する事

業年度分の法人の県民税及び施行日以後に開始する連結事業年度分の法人の県民税について適用し、施行日前に開始した事業年度分の法

人の県民税及び施行日前に開始した連結事業年度分の法人の県民税については、なお従前の例による。

（事業税に関する経過措置）

６ 施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税については、なお従前の例による。

（中小法人に対する県民税の法人税割の不均一課税）

第１８条 前条に規定する税率の適用がある法人のうち、資本金の額

若しくは出資金の額が１億円以下のもの若しくは資本若しくは出

資を有しないもの（保険業法に規定する相互会社を除く。）、第

１２条第１項第４号の２に掲げるもの又は同条第２項において法人

とみなされるものであつて、かつ、法人税割の課税標準となる法

人税額又は個別帰属法人税額が年１，０００万円以下のものに対する

各事業年度分又は各連結事業年度分の法人税割額は、前条の規定

を適用して計算した法人税割額から当該法人税割額に５．８分の０．８

を乗じて計算して得た額に相当する額を控除した金額とする。

２～６ 省略

（法人の事業税の税率の特例）

第１９条 省略

２ 平成２０年１０月１日以後に開始する各事業年度に係る法人の事業

税についての第１８条の２及び前項の規定の適用については、同条

第１項第１号ウの表中「１００分の３．８」とあるのは「１００分の１．５」

と、「１００分の５．５」とあるのは「１００分の２．２」と、「１００分の

７．２」とあるのは「１００分の２．９」と、同項第２号の表中「１００分の

５」と あ る の は「１００分の２．７」と、「１００分の６．６」と あ る の は

「１００分の３．６」と、同項第３号の表中「１００分の５」とあるのは

「１００分の２．７」と、「１００分の７．３」とあるのは「１００分の４ 」

と、「１００分の９．６」とあるのは「１００分の５．３」と、同条第２項中

「１００分の１．３」とあるのは「１００分の０．７」と、同条第３項第１号

ウ中「１００分の７．２」とあるのは「１００分の２．９」と、同項第２号中

「１００分の６．６」とあるのは「１００分の３．６」と、同項第３号中

「１００分の９．６」とあるのは「１００分の５．３」と、前項中「第１８条の

２第１項第２号」とあるのは「次項の規定により読み替えられた

第１８条の２第１項第２号」と、「１００分の６．６」とあるのは「１００

分の３．６」と、「１００分の７．９」とあるのは「１００分の４．３」とす

る。
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�愛媛県条例第３７号
愛媛県企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例を次

のように公布する。

平成２６年７月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化のための県税の特別措置に関する条例（平成２０年愛媛県条例第４５

号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（不動産取得税の課税免除）

第２条 同意集積区域内において、企業立地の促進等による地域に

おける産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条第１項に規

定する基本計画の同条第５項の規定による同意（当該同意が平成

２８年３月３１日までに行われたものに限る。）の日から起算して５

年内に、同法第１５条第２項に規定する承認企業立地計画に従って

同法第９条第１項に規定する特定事業のための施設のうち企業立

地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す

る法律第２０条の地方公共団体等を定める省令（平成１９年総務省令

第９４号）第３条に規定する対象施設の用に供する家屋（当該施設

の用に供する部分に限るものとし、事務所等に係るものを除

く。）又はその敷地である土地の取得（当該同意の日以後の取得

に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手

があった場合における当該土地の取得に限る。）をした事業者

（同法第５条第２項第６号に規定する指定集積業種であって同省

令第４条各号に定めるものに属する事業を行う者に限る。）に対

しては、当該不動産の取得に対する不動産取得税を課税しない。

（不動産取得税の課税免除）

第２条 同意集積区域内において、企業立地の促進等による地域に

おける産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条第１項に規

定する基本計画の同条第５項の規定による同意（当該同意が平成

２６年３月３１日までに行われたものに限る。）の日から起算して５

年内に、同法第１５条第２項に規定する承認企業立地計画に従って

同法第９条第１項に規定する特定事業のための施設のうち企業立

地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す

る法律第２０条の地方公共団体等を定める省令（平成１９年総務省令

第９４号）第３条に規定する対象施設の用に供する家屋（当該施設

の用に供する部分に限るものとし、事務所等に係るものを除

く。）又はその敷地である土地の取得（当該同意の日以後の取得

に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手

があった場合における当該土地の取得に限る。）をした事業者

（同法第５条第２項第６号に規定する指定集積業種であって同省

令第４条各号に定めるものに属する事業を行う者に限る。）に対

しては、当該不動産の取得に対する不動産取得税を課税しない。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第３８号
愛媛県特別会計条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２６年７月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県特別会計条例等の一部を改正する条例

（愛媛県特別会計条例の一部改正）

第１条 愛媛県特別会計条例（昭和３９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

名 称 目 的 名 称 目 的

省略 省略

母子父子寡婦福

祉資金特別会計

母子福祉資金、父子福祉資金及び寡婦福祉資

金の貸付事業の円滑な運営と経理の適正

母子寡婦福祉資

金特別会計

母子福祉資金、父子福祉資金及び寡婦福祉資

金の貸付事業の円滑な運営と経理の適正
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省略 省略

（愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１～４４ 省略 １～４４ 省略

４５ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律

第１２９号。以下この項において「法」という。）及

び法の施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

� 法第１３条第１項、第３１条の６第１項及び第３２

条第１項 の規定に基づく母子福祉

資金、父子福祉資金又は寡婦福祉資金の貸付け

の申請の受付及び当該申請に係る申請書の知事

への送付に関する事務

� 法第１３条第３項、第３１条の６第３項及び第３２

条第２項 の規定に基づく母子福祉

資金、父子福祉資金又は寡婦福祉資金の継続貸

付けの申請の受付及び当該申請に係る申請書の

知事への送付に関する事務

� 法第１５条第１項（法第３１条の６第５項及び第

３２条第５項において準用する場合を含む。）の

規定に基づく母子福祉資金貸付金、父子福祉資

金貸付金又は寡婦福祉資金貸付金の償還の免除

の申請の受付及び当該申請に係る申請書の知事

への送付に関する事務

�～� 省略

各市町

（中核

市を除

く。）

４５ 母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法律

第１２９号。以下この項において「法」という。）及

び法の施行のための規則に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

� 法第１３条第１項（法第３２条第１項において準

用する場合を含む。）の規定に基づく母子福祉

資金、父子福祉資金又は寡婦福祉資金の貸付け

の申請の受付及び当該申請に係る申請書の知事

への送付に関する事務

� 法第１３条第３項（法第３２条第１項において準

用する場合を含む。）の規定に基づく母子福祉

資金、父子福祉資金又は寡婦福祉資金の継続貸

付けの申請の受付及び当該申請に係る申請書の

知事への送付に関する事務

� 法第１５条第１項（法第３２条第４項

において準用する場合を含む。）の

規定に基づく母子福祉資金貸付金、父子福祉資

金貸付金又は寡婦福祉資金貸付金の償還の免除

の申請の受付及び当該申請に係る申請書の知事

への送付に関する事務

�～� 省略

各市町

（中核

市を除

く。）

４６～６２ 省略 ４６～６２ 省略

（住民基本台帳法施行条例の一部改正）

第３条 住民基本台帳法施行条例（平成１４年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係）

１～３ 省略

４ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）に

よる母子福祉資金貸付金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資

金貸付金の償還金の徴収に関する事務であって規則で定めるも

の

５～１０ 省略

別表第２（第４条関係）

１～３ 省略

４ 母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法律第１２９号）に

よる母子福祉資金貸付金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資

金貸付金の償還金の徴収に関する事務であって規則で定めるも

の

５～１０ 省略

（愛媛県特例児童扶養資金貸付金の償還の一部免除に関する条例の一部改正）

第４条 愛媛県特例児童扶養資金貸付金の償還の一部免除に関する条例（平成１７年愛媛県条例第２８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（償還の一部免除）

第１条 知事は、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第

１２９号）第１５条第２項の規定に基づき、特例児童扶養資金（児童

扶養手当法施行令及び母子及び寡婦福祉法施行令の一部を改正す

る政令（平成１４年政令第２０７号）附則第４条第１項に規定する特

例児童扶養資金をいう。以下同じ。）の貸付けを受けた者が、所

得の状況、死亡したこと又は精神若しくは身体に著しい障害を受

けたことにより当該貸付金を償還することができなくなったと認

められるときは、当該貸付金の償還未済額の一部の償還を免除す

ることができる。

（償還の一部免除）

第１条 知事は、母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法律第

１２９号）第１５条第２項の規定に基づき、特例児童扶養資金（児童

扶養手当法施行令及び母子及び寡婦福祉法施行令の一部を改正す

る政令（平成１４年政令第２０７号）附則第４条第１項に規定する特

例児童扶養資金をいう。以下同じ。）の貸付けを受けた者が、所

得の状況、死亡したこと又は精神若しくは身体に著しい障害を受

けたことにより当該貸付金を償還することができなくなったと認

められるときは、当該貸付金の償還未済額の一部の償還を免除す

ることができる。

附 則

この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第３９号
愛媛県特別会計条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２６年７月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県特別会計条例の一部を改正する条例

愛媛県特別会計条例（昭和３９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

名 称 目 的 名 称 目 的

省略 省略

農業改良資金

特別会計

農業経営に関する金融上の措置の改善のため

の農業改良資金助成法等の一部を改正する法

律（平成２２年法律第２３号）第１条の規定によ

る改正前の農業改良資金助成法（昭和３１年法

律第１０２号）に基づいて行う農業改良資金の貸

付事業及び農業の構造改革を推進するための

農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する

等の法律（平成２５年法律第１０２号）第４条の規

定による廃止前の青年等の就農促進のための

資金の貸付け等に関する特別措置法（平成７

年法律第２号）に基づいて行う就農支援資金

の貸付事業の円滑な運営と経理の適正

農業改良資金

特別会計

農業経営に関する金融上の措置の改善のため

の農業改良資金助成法等の一部を改正する法

律（平成２２年法律第２３号）第１条の規定によ

る改正前の農業改良資金助成法（昭和３１年法

律第１０２号）に基づいて行う農業改良資金の貸

付事業及び農業の構造改革を推進するための

農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する

等の法律（平成２５年法律第１０２号）第４条の規

定による廃止前の青年等の就農促進のための

資金の貸付け等に関する特別措置法（平成７

年法律第２号）に基づいて行う就農支援資金

の貸付事業の円滑な運営と経理の適正

省略 省略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

愛 媛 県 報平成２６年７月１８日 第２５８９号外１

１０



�愛媛県条例第４０号
愛媛県議会議員の定数及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２６年７月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会議員の定数及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県議会議員の定数及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例（平成６年愛媛県条例第３６号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選

挙すべき議員の数に関する条例

（選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数）

第２条 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１５条第１項及び第

８項の規定により、愛媛県議会議員の選挙区及び各選挙区におい

て選挙すべき議員の数は、別表のとおりとする。

別表（第２条関係）

愛媛県議会議員の定数 及び各選挙区において選

挙すべき議員の数に関する条例

（ 各選挙区において選挙すべき議員の数）

第２条 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１５条第８項

の規定により、愛媛県議会議員の 各選挙区におい

て選挙すべき議員の数は、別表のとおりとする。

別表（第２条関係）

選 挙 区
議員数 選 挙 区 議員数

名 称 区 域

伊予郡選挙区 伊予郡松前町及び砥部町 ２人 伊予郡選挙区 ２人

南宇和郡選挙区 南宇和郡愛南町 １人 南宇和郡選挙区 １人

松山市・上浮穴郡選挙区 松山市及び上浮穴郡久万

高原町

１６人 松山市・上浮穴郡選挙区 １６人

今治市・越智郡選挙区 今治市及び越智郡上島町 ６人 今治市・越智郡選挙区 ６人

宇和島市・北宇和郡選挙

区

宇和島市並びに北宇和郡

松野町及び鬼北町

４人 宇和島市・北宇和郡選挙区 ４人

八幡浜市・西宇和郡選挙

区

八幡浜市及び西宇和郡伊

方町

２人 八幡浜市・西宇和郡選挙区 ２人

新居浜市選挙区 新居浜市 ４人 新居浜市選挙区 ４人

西条市選挙区 西条市 ４人 西条市選挙区 ４人

大洲市・喜多郡選挙区 大洲市及び喜多郡内子町 ２人 大洲市・喜多郡選挙区 ２人

伊予市選挙区 伊予市 １人 伊予市選挙区 １人

四国中央市選挙区 四国中央市 ３人 四国中央市選挙区 ３人

西予市選挙区 西予市 １人 西予市選挙区 １人

東温市選挙区 東温市 １人 東温市選挙区 １人

附 則

この条例は、平成２７年３月１日から施行する。

平成２６年７月１８日 発行

愛 媛 県 報平成２６年７月１８日 第２５８９号外１
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